
２９ 子ども・子育て支援施策

児童福祉総務事業

子どもとその家庭及び妊産婦等に対して、必要な福祉支援

を行います。

また、要保護児童、要支援児童、特定妊婦について、児童

相談所等の関係機関と連携、協働して支援を行います。
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■ こども家庭センター・要保護児童対策地域協議会調整機関

■ 子育て支援短期利用事業（ショートステイ）

母子父子福祉事業
■ 助産制度

■ 母子家庭自立支援教育訓練給付金

児童手当給付事業
■ 児童手当

■ 児童扶養手当

保護者が疾病等の社会的な事由により、家庭における児童

の養育が一時的に困難となった場合、お子さんを養護施設等

において一定期間お預かりします。

経済的な理由により出産費用の負担が困難な妊婦の方に、

安心して出産していただくために、指定の助産施設に入院し

てもらい出産に必要な費用の一部を助成します。

ひとり親家庭の母又は父が、就職やキャリアアップのため

に指定された教育訓練講座を受講し、修了した場合、受講に

要した費用の一部を支給します。

0歳から18歳（18歳になった後の最初の3月31日まで）まで

の児童を養育している保護者に手当を支給します。

0歳から18歳（18歳になった後の最初の3月31日まで）まで

の児童（一定の障害の状態にある方は20歳未満）を監護して

いる母、又は看護しかつ生計を同じくしている父等に手当を

支給します。

児童扶養手当給付事業

■ 高等職業訓練促進給付金

ひとり親家庭の母又は父が、 看護師、美容師等の資格を取

得する間の生活を維持するための経費や養成機関の入学時に

負担した経費等を給付します。



第３期香美市子ども・子育て支援事業計画
■本市の子ども・子育てを取り巻く環境は、少子化による人口減少問題、

延長保育・病児保育・預かり保育等のニーズの多様化、子育て支援ニー

ズの増加などの課題があり、平成27年度からは、子ども・子育て支援法

に基づく「第１期、第２期香美市子ども・子育て支援事業計画」に基づ

き、子ども・子育て支援を計画的に推進してきました。

■令和６年度に策定した「第３期香美市子ども・子育て支援事業計画

（令和７～１１年度）」では、前回計画の進捗状況等を踏まえ基本理念

や基本方針を引き継ぎながら、社会情勢の変化や新たな課題に対応し、

引き続き子ども・子育て支援に取り組むこととしています。

計画では数値目標等に基づき、個別施策を計画的に推進し、PDCAサイク

ルによる進捗管理を実施していきます。

基本方針

※数値は香美市の状況

○ 急速な少子化の進行

※ H28～R2の5年間の平均 1.37

高知県 平均1.47より低い水準

就学前児童数 Ｈ28：962人 R6：826人（▲51人）

〇 延長保育等のニーズの増加・多様化

※ 延長保育（実利用人数） H27:75人 R2:111人

児童数は減少しているが、延長保育利用児童数は増加

※ 病児保育（体調不良型のみ 2園で実施）

〇支援の必要な家庭や児童の増加

※ 加配職員や特別支援保育コーディネーターの確保

子どもと子育てを取り巻く現状

２９ 子ども・子育て支援施策

〈基本理念〉

ともに支え合い

子どもの笑顔あふれる香美市

基本目標

１.子どもの健やかな育ちを

支えるまちづくり

（1）「こどもまんなか社会」の実現に向けた取組の促進

（2）質の高い教育・保育の推進

（3）特別な配慮を必要とする子どもへの支援の充実

（4）児童虐待の予防と早期発見

２.切れ目のない支援の

まちづくり

（1）妊娠・出産における安心の確保と支援

（2）子どもの健康づくりの推進

（3）子育て支援の充実

３.安心して産み育てられる

まちづくり

（1）子育て家庭への経済的支援

（2）多様なニーズに合わせた環境の整備

（3）共育ての意識醸成

（4）子どもの貧困の解消に向けた対策
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４.地域のみんなで支え合い、

子育てしたくなる

まちづくり

（1）地域における子育て支援ネットワークの充実

（2）地域再生と地域力強化

（3）学校・家庭・地域での連携教育の推進

（4）子どもの安全確保と安心できる環境づくり



香美市立保育園照明ＬＥＤ化工事

事業内容

香美市立保育園では、現在、照明として直管蛍光ランプ、コンパクト形蛍光ランプを使用している。これらの照明

器具が令和９年１２月末までに製造中止となることから、令和７年度に香美市立５保育園（建設計画のある美良布保

育園については、今回の事業から除く）の照明のＬＥＤ化工事を実施し、良好な照明環境を整備することで、今後の

安全かつ安心な保育活動を担保する。

※対象照明数 なかよし保育園２３６灯、あけぼの保育園２２３灯、片地保育園５１灯、新改保育園６１灯、

大栃保育園１２９灯 計７００灯

令和７年度事業費

５６，５４０千円

スケジュール

令和７年５月～ 設計監理委託業務（設計）開始

令和７年７月 設計監理委託業務（設計）完了

令和７年９月～ ＬＥＤ化工事開始、設計監理

委託業務（監理）開始

令和８年３月 ＬＥＤ化工事完了、設計監理

委託業務（監理）完了

現在使用している直管蛍光ランプ

２９ 子ども・子育て支援施策
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２９ 子ども・子育て支援施策

■事業内容

乳幼児や小学生の保護者で児童の預かりの援助を受けたい方

（依頼会員）と、その援助を行いたい方（援助会員）との相互

援助活動に関する連絡、調整を行うことにより、地域における

育児の相互援助活動を推進し、ひとり親家庭等の支援など多様

なニーズへの対応を図る。

■令和７年度事業費
４，４５０千円

ファミリー・サポート・センター事業

地域子育て支援センター事業

■事業内容
地域の子育て支援機能の充実を図るとともに子育ての不安感

等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援することを目的とす

る。また、保護者の心理的・身体的負担を軽減するため、子育

てセンターで児童を一時的に預かり、安心して子育てができる

環境を整備することで児童の福祉向上を図る。

■令和７年度事業費
５３，３７４千円

多子世帯保育料軽減事業費補助金

（保育所等、届出認可外保育施設）

■事業内容
多子世帯の子育ての経済的負担を軽減することを目的に、保

育園や認定こども園等の特定教育・保育施設及び届出認可外保

育施設へ通園する児童の保護者に対し、保育料の軽減を図る。

■対象となる児童

申請年度４月１日時点で１８歳に満たない児童が３人以上

いる世帯で、第３子以降の３歳未満の児童が対象です。

■軽減額について

特定教育、保育施設や地域型保育事業所に通園している場合

は保育料の全額、届出認可外保育施設（託児所など）に入所し

ている場合は、月額５０，０００円が限度となります。施設等

利用給付を受けている場合はその額を控除した金額となります。

■令和７年度事業費
多子世帯保育料軽減事業費補助金 １３，８００千円

【例1】

8歳小学生

3歳幼稚園児

2歳保育園児

⇒第3子の2歳保育園児が

対象となります。

【例2】

14歳中学生

A 1歳保育園児

B 1歳保育園児

⇒第3子となる

Bの1歳保育園児が

対象となります。

【例3】

19歳大学生

14歳中学生

2歳保育園児

⇒第1子が18歳を超えて

いるため、対象となり

ません。

双子
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保育所・幼稚園等副食費支援事業

■事業内容

保育所や幼稚園、認定こども園等で提供される給食に係る副

食費を支援します。 （１人月額２，４００円上限支援）

■令和７年度事業費
１０，１５２千円


